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職場風土の短期的変化要因

高原龍二（大阪経済大学経営学部／大阪大学大学院人間科学研究科／

社団法人国際経済労働研究所）

宮本友介（大阪大学コミュニケーションデ、ザ、イン・センタ一）

釘原直樹（大阪大学大学院人間科学研究科）

産業組織におけるアクション・リサーチは、多くの場合 1年以上の間隔を空けて実施され、中長期的な施策や介入に

用いられるが、職場における風土の変化はより短期的に生じている可能性がある。本研究では、製造系企業労働組合

の間接系部門支部において、約 3ヶ月の間隔ごとに 4回の調査が実施されたフ。ロジェクトのデータを用いて、職場の短

期的な変化要因の検討を行った。職場の風土に関する項目の因子分析からは、「職務遂行」「目標達成」「積極性」「改

善活動」の 4因子が見出され、支部全体では「積極性」において 7ヶ月の間隔での有意な変化が確認された。部署ごと

にアグリゲートしたデータを用いた変化要因の検討からは、「職務遂行」「目標達成」「改善活動」においていくつかの職

場での出来事が職場風土の変化に関連していることが示された。しかし、全ての調査回において一貫して特定の風土

に関連する要因はほとんど認められなかった。職場の短期的な意識変化は半年程度の短い期間でも生じうるが、その

変化要因は年間の業務スケジュールにおける位置づけや組織全体の状況によって異なっている可能性が示唆されたと

考える。
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問題

本稿は、製造系企業の間接系部門における意識

調査のデータを用いて、職場風土の短期的な変化要

因を検討したものである。産業組織では様々な目的

を持った意識調査が行われているが、その多くは毎

年あるいは隔年などのスケジュールで、年内の同時期

に実施され、経年変化を追う形で利用される。つまり、

少なくとも 1年以上の間隔を空けて実施されることが

多い（e.g.，高原， 2012）。また、 Rapoport(1970）が調

査結果の十分な検討を行うためには時間がかかるが、

クライアントはできるだけ早く問題解決に使いたがるこ

とをジレンマの 1っとして挙げているように、調査が実

施されてから結果が扱えるようになるまでは、かなりの

時間が必要となる。その結果、意識調査の結果はど

ちらかといえば長期的な組織変革やビジョンの策定

に用いられることが多くなる。実践上の問題だけでな

く、研究者の認識としても、組織における変化にはあ

る程度以上の期間が必要であると想定されている。

例えば松尾（1996）は、中期の組織変動の要因を明ら

かにするための質問紙調査で、数年間の期間での変

化を想起させる教示を行っている。

しかし、 短期的な変化の激しい現在のビジネス社

会において、1年から数年の間隔をおいた測定で意

識変化を妥当に捉えることができているかとし、うことに

ついては疑問を差し挟む余地がある。Kotter(1996)

は組織変革において長期的な変革を進めてして中で

短期的な成果に注目する必要性を指摘し、 その例と

して、 2ヶ月や3ヶ月ごとに進捗や成果を確認すること

で変革に成功した事例を紹介している。より短期的な

スパンで、意識変化がみられるかどうかを確認すること

は、組織における調査やそれに基づいた介入のあり

方に示唆を与えると共に、組織において短期的に変

化する意識とその要因を特定するとし 1う点で、実践研

究としての意義を持っと思われる。

一般に、組織の変化に関しては短期的なものと長

期的なものを分類する観点がある。Burke(1994）は、

交流的 （transactional) 変 化 と変革的

(transformational)変化としづ言葉を用いている。前

者は進化的、適応的、漸進的、連続的変化といし1か

えることができ、組織風土における変化と位置づけら

れ、後者は革命的、急進的、 非連続的変化とし＼I;＼か

えることができ、組織文化における変化と位置づけら

れる（French& Bell, 1999）。組織風土が、管理者の

実践、組織の意思決定や権力の構造、標準化された

方針や手順など、比較的表層の人間行動に影響さ

れるのに対し、組織文化は外的環境、組織の中核的

な使命や戦略、方向付けを行う幹部の行動、個人や

組織のパフォーマンスなどに影響を受けるが、潜在

的な価値や意味の体系に関係するため、変化は生じ

lこくし＼（Burke,1994）。

心理学的な組織風土の研究は 1930年代に

Lewinによって始められた（Litwin& Stringer, 

1968）。Lewin(1950）は心理的な雰囲気（親密さ、緊

張など）が経験的な現実であり、科学的に記述可能



であると述べている。 Litwin& Stringer(l968）は

Lewinの考えを基本とし、知覚された組織環境として

風土を位置づけ、それによってモティベーションが喚

起あるいは減殺されるとしている。そして、組織風土

の次元を、「構造」「責任」「報酬」「危険負担」「暖かい

雰囲気」「支持性」「標準」「対立」「一体感」としち 9つ

に分類している。しかし、これらの次元のいくつかは

強く相関しており、次元の独立性について問題があ

ることも指摘している。その後、組織風土の次元に関

する研究は数多く行われているが、その結果はほと

んど一致がみられておらず、 Koys & DeCoti-

is(l991）は文献レビ、ューから 80を超える次元が見出

されたと述べている。なお、 Koysらはこれらの次元を

「自律」「団結」「信頼」「圧力」「支持」「評価」「公平」

「革新」としづ 8つにまとめているが、それは独自性の

5郎、次元を削除した結果であり、網羅的なものとはい

えない。組織風土は集合的（molar）で、合成的な性質

を持っており、どの組織にも共通する普遍的な次元と

いうものは見出せないということも指摘されている

(Burke, 1994; Tagiuri, 1968）。こうした特性から、

近年の組織風土研究は集合的な風土にアプローチ

するよりも、例えば「安全」のような特定の目的のため

の焦点を絞った風土にアフ。ローチするようになってい

る（Schneider,Ehrhart, & Macey, 2013）。近年の

日本国内においても、職業性ストレスに関連する風

土を、「伝統性」（強制的・命令的で封建的な程度）、

「組織環境性」（従業員の参加度が高く合理的な組織

管理がなされている程度）の2次元で測定したもの（福

井・原谷・外島・島・高橋・中田・深津・大庭・佐藤・贋

田， 2004）、大学の部活動・サークル集団における迷

惑行為に関連する風土を、「管理性」「開放性」の 2

次元で測定したもの（尾関・吉田， 2007）、労働組合の

組織風土を、「強制性」「活発性」の2次元で測定した

もの（前田・阿部・八木， 2007）や、バーンアウトや離

職意図に影響する風土を、「コントロール感」「スタッフ

のモラール」「親密さ」「学習雰囲気」で測定したもの

（塚本・野村， 2007）、職場の安全に関するコミュニケ

ーションに影響する風土を「上意下達」「安全重視」

「対外重視」「世代差」「協調」「自己処理」「属人思考」

の 7次元で測定したもの（繁桝・村上， 2008）、看護師

のストレス反応に影響する職場風土の変化を、「労働

時間の延長」「『われわれ』という感情の希薄化」「職

場の『メランコリー親和型化』」の 3次元で測定したも

の（松本・金井， 2012）など、目的に応じて比較的少な

い次元の尺度を構成している研究が多い。

以上のように、組織風土の測定方法は一般化され

た普遍的な尺度ではなく、組織や研究者の問題意識

に基づいて開発・選択された尺度が用いられることが

多い。このことは、職場内のストレス要因の構造が、調

査対象者群によって異なっていること（島津・布施・種

市・大橋・小杉， 1997）などが示唆する、一般的モデ

ルだ、けで、は組織の実態を捉えるには不十分であると

いう観点（高原， 2012）にも整合している。そこで本稿

では、産業組織における間接系部門の調査担当者ら

が職場の問題意識に基づいて設計した項目によって

測定した意識を組織風土と位置づけ、その変化につ

いて検討を行ったO

方法

使用データ

分析には、製造系労働組合の間接系部門支部で

行われた調査フ。ロジェクトのデータを用いた。当該支

部では、意識調査コンサルテーション（高原， 2012）に

基づいたアク、ンョン・リサーチが企画され、約 3ヶ月に

1度の組合員全員を対象とした意識調査と、職場代

表を対象にした実態調査を組み合わせ、職場風土の

変化要因を明らかにし、改善に活かすための取り組

みが行われている。本分析では 1回目から 4回目ま

での調査データを用いた（以下、 x回目調査を＃xで

表現する）。

調査対象製造業労働組合の間接系部門（一部

開発系職種を含む）支部組合員を対象とした。対象

者は意識調査＃1から＃4までのそれぞれが、 1083名、

1258名、 1260名、 1285名で、あった。また、意識調

査ごとに、その調査まで、に職場に起こった出来事を

職場担当の組合役員に問う実態調査を実施しており、

そちらの対象者は 52名、 55名、 53名、 59名で、あっ

た。

調査時期意識調査＃1から＃4までのそれぞれは、

2012年 11月、 2013年 2月、 2013年 5月、 2013

年 9月に実施された。組織的事情により、意識調査

#4は約 1ヶ月遅れて実施された。

調査方法意識調査は匿名調査としてイントラネッ

ト上の Webアンケートを用いて行われた。回答率は

69.1 %(#1）、 76.9%(#2）、 77.9%(#3）、 80.2%(#4）で

あったO 実態調査はメールでの問い合わせで行われ

た。回収率は 57.7%(#1）、 41.8%(#2）、 94.3%(#3）、

91.5%(#4）で、あった。

尺度意識調査＃1で、はフェイス項目として部署（平

均 10人程度）、性別、年代（5歳区切り）、職能資格の

4項目を用い、質問項目として職場運営の円滑さ、上

司のリーダーシップ、方針や役割の明確性、仕事へ

の意欲などの 21項目を用いた。項目は「1：非常に

思う」から「7：全く思わなしリの 7件法を用いたが、分



析の際には項目に肯定的な回答ほど数値が大きくな

るように全て逆転させた。項目は支部執行部が改善

に取り組みたいと考える問題意識に基づいて作成し、

筆者は作成過程でしくつかの項目についての代案

などを提案した。意識調査＃2では、意識調査＃1以降

の職場改善に関する 3項目が追加された。これらの

項目は標準化された尺度ではないが、現場の問題意

識に根差した実際的なものであるといえ、当該組織

の職場風土を反映するものであると考え、以降の分

析を行った。実態調査では、人数の増減、組織変更、

コミュニケーショントラブルなどの出来事の有無と平

均残業時間、組合員人数、意識調査の回収率などが

部署ごとに集約された。

分析

職場の風土に関する 24項目については因子分析

を行って尺度化を試み、尺度ごとの平均値を求めた。

次に、 4回の調査の間に組織外部から異動してきた

部署や組織外部へ異動した部署を除いた上で、 4回

の調査問での変化を分散分析により検証した。また、

部署ごとのアグリゲートデータを作成した上で、風土

の変化要因について構造方程式モデリングによる検

討を行ったO

結果

職場風土の共通因子

因子 IVは本アクション・リサーチに基づいた労働組

合や会社の対策に関する項目の負荷が高く、「改善

活動」と名付けた。各因子への負荷が高い項目は、 α

係数によって選択を行った上で、因子ごとに平均値

を求めて以降の分析に用いた。

風土の変化の検証

支部全体での変化を確認するために、4つの平均

値を従属変数に、調査固と事業部を独立変数にした

分散分析を行った。事業部は部署をまとめた単位に

相当し、 95の部署を事業単位でまとめ、いずれの調

査回のサンブツレサイズも 10以上となる 12事業部を

使用した。全てのモテ、ルで、事業部の主効果が有意で、

あった（職務遂行： F(11,2727) = 18.21, p < .001, 

mp2 = .0639(95%CI: .04 75-.0827），目標達成：F

(11, 2726) = 10.61, p < .001, 0Jp2二 .0367(95%

er: .0242-.0521）， 積極性：民11,2738) = 9. 70, 

p < .001, mp2 = .0332(95%CI: .0213・.0480),

改善活動：F(11,2104) = 6.26, p < .001, OJp2 二．

0263(95%CI: .0144-.0423））。また、積極性（III)で

調査回の主効果が確認された（F(3,2738) = 3.13, 

p < .05, OJp2 = .0023 (95%CI: .0000-.0081), 

Figure 1）。交互作用はどのモデルで、も有意で、はな

かった。

分析に用いるデータは、調査回、部署による階層 4.8 

構造となっているため、本来はマルチレベル因子分

析を行うのが妥当であるが、調査固と部署を掛け合 4.7 

わせたグループ。による 2レベル因子分析からは、個

人レベルの因子パターンとグループ。レベルの因子パ

ターンが異なっており、解釈も複雑となってしまうこと

から、本稿では階層構造を想定しない因子分析に基

づし 1て分析を進めることとした。

調査項目は意識調査＃1から＃4までで共通する21

項目と、 ＃2以降でしか用いられていない 3項目があ

るため、ペアワイズ法で相関行列を求めた上で、相関

行列内で最も小さいサンブ9ノレサイズを用いて因子分

析を行った。最尤法を用いて固有値が 1.0以上の 4

因子を抽出し、 プロマックス回転を行った結果を

Table 1に示す。なお、共通性が 0.1未満の 1項目

は分析過程で除外した。因子 Iは職務における問題

解決や意思決定に関する職場メンバーの行動に関

する項目の負荷が高く、「職務遂行」と名付けた。因

子 IIは事業場における方針や計画に沿った取り組

みに関する項目の負荷が高く、「目標達成」と名付け

た。因子 IIIはやりがし、など職場での業務への取り組

みに関する項目の負荷が高く、「積極性」と名付けた。

: 4.6 

性
平

均 4.5
値

4目4

意識調査＃1 意識調査＃2 意識調査＃3 意識調査＃4

(n = 650) (n = 705) (n = 780) (n = 812) 

調査回

*pく.05， 柿 pく.01， 柿 ＊pく.001

Figure 1積極性の推移

職場風土の変化要因に関する構造モデル

職場ごとの風土の変化要因を明らかにするために、

職場レベルごとの尺度得点平均データを用いたモデ

ルを検証した。まず、アグリゲートデータの信頼性の

確認のために、調査回ごとに各尺度得点の級内相関

係数を算出した（Table2）。級内相関係数は総じて低

く、Schneideret al.(2013）の紹介する基準に従えば、

職場レベルで、の各風土の信頼性は高いとはし1えない。



Table 1職場風土の因子分析

II III IV 
職務遂行
職場の課題解決にあたっては、上司が自ら解決の為の行動をとった 90 .01 -.06 -.03 
上司より適切な指示や必要な情報が適宜発信されていた 87 .01 00 -.03 
上司より、人材育成を念頭においた指導があった 80 一.01 05 01 
職場での意思決定は迅速に行われていた 74 15 -.03 00 
あなたの職場肉で、はコミュニケーションが良く取れていた 58 .07 18 00 
あなたの職場では、業務の効率を上げる為に、仕事の仕組みに何らかの改善や改革があった（D) 45 12 06 17 
あなたは、能力・実績について周囲より公正な評価を受けていた（D)

あなたの職場では、無駄な会議や手続きが多かった（D)

目標達成
あなたの職場は、事業場の経営方針に沿った貢献がで、きていた
事業場の計画達成を目指した取組が行われた
事業場の経営方針に対して、あなたの職場の役割は明確であった
あなたの職場では、関連部門と協力して仕事を進められていた
あなたの職場では、お客様視点で仕事が進められいた

積極性
仕事にやりがいを感じていた
毎日、会社に行くのが楽しかった
仕事を通じて、あなたの能力や知識が向上した
あなたの職場で、の役割は明確であった
あなたは、何か自己啓発活動に時間をかけて取り組んだ（D)

改善活動
前回のアンケートに基づいて、組合は適切な対策を行った
前回のアンケートに基づいて、会社は適切な対策を行った
あなたは、組合活動を身近に感じた
前回のアンケートに基づいて、あなたは具体的に行動を変えた
グローバルに関連する話題を職場で話したり議論をした（D)

因子間相関
II 
III 
IV 

α｛系数
D α係数を参考に、合計得点より削除した項目

Table 2職場風土の級内相関

ICC(1) ICC(2) Likelihood Ratio 
意識調査＃1

I（職務遂行） .185 .647 57.982 *** 
II（目標達成） .110 .498 19.027 *** 
III（積極性） .089 .438 16.203 *** 
IV（改善活動）

意識調査＃2

I（職務遂行） .187 .658 57.844 *** 
II（目標達成） .152 .604 39.255 *** 
III（積極性） .060 .350 7.777 ** 
IV（改善活動） .081 .429 17.490 *** 

意識調査＃3

I（職務遂行） .116 536 37.255 *** 
II（目標達成） .046 300 10.240 *** 
III（積極性） .032 .226 3.659 

IV（改善活動） .057 346 7.489 ** 
意識調査＃4

I（職務遂行） .146 602 54.172 *** 
II（目標達成） .059 .356 11.783 *** 
III（積極性） .030 .217 4.164 * 
IV（改善活動） .015 .117 1.088 

＊ 
pく.05,** pく.01,*** pく.001

37 .05 24 08 
-.30 .00 -.05 -.13 

01 .86 04 -.01 
07 .81 -.03 02 
11 .69 01 02 
26 .40 05 02 
34 .35 09 04 

-.02 .03 93 -.01 
08 -.11 81 07 
01 .15 48 03 
23 .23 42 -.08 
03 -.01 24 14 

。。 02 -.03 91 
13 .00 03 77 
00 -.02 03 61 

-.04 .04 08 60 
07 .16 18 18 

66 
57 50 
47 .42 42 
91 .87 84 83 

しかし、各尺度の職場レベルの切片の分散は概ね有

意となっており、ランダム切片を導入したモデ、ルは、

導入しないモデ、ルよりもデータを説明で、きるといえる

ことから（Bliese,2013）、アグリゲートデータを用いた

分析も許容されるものと考えた。なお、アグリゲートデ

ータを算出する際、部署内での分散を著しく増大さ

せる外れ値については、除外するなどの対応を行っ

ているが、以降の分析結果は除外しない場合の結果

とほぼ同一であることを確認している。

アグリゲートデータによる尺度得点の変化要因の

検討には、部署レベルの回答が得られている実態調

査のデータを独立変数として用いた（Table3）。実態

調査は各意識調査間の職場実態に関する情報とな

っており、それぞれの調査回に個別に影響することが

想定されるため、潜在成長曲線モデルのような、全体

の傾きへの影響要因を検証する分析を適用すること

はできず、顕在変数を用いた構造方程式モデリング

による検討を行った。その際、実態調査の回収率の

低さによって使用可能な部署データが著しく減ること

を避けるために、実態調査データの欠損値の内、出

来事の有無についての設問は O（出来事無し）を補完

した。客観データには基本的に欠損値は存在しない

が、一部残業時間については確認されていない部署

があるため、こちらは平均値を補完した。



Table 3検討に用いた風土の変化要因

変数 備考
職場の人員が増えた
職場の人員が減った
上司が変わった

職場担当者
組織が変わった の主観データ
職場懇親会などコミュニケーションがとれた
組合の職場会があった
人間関係トラブルがあった
業務トラブルがあった
方針転換や新たな方針が立てられた

出来事の有
無による2値

1目前の調査結果の職場へのフィードバック
平均残業時間
組合員数
組合員数の増減
回答数
回答率

客観データ

上司変更＃2

組織変更＃2

組合員増減＃2

職場会＃4

Figure 2「職務遂行」の変化要因モデ、ル（I)

nニ 81,GFI = .97, AGFI二 .89,RMSEA二 .03,

x2(10) = 10.85, p > .05. 

全てのパス係数は有意(p< .05) 

目標達成＃1

人員増＃2

目標達成＃2 人員減＃2

.62 
上司変更＃2

.48 

Figure 3「目標達成」の変化要因モデ、ノレ（II)

n = 80, GFI = .97, AGFI = .88, RMSEA = .05, 

x2 (8) = 9.88, p > .05. 

全てのパス係数は有意(p< .05) 

積極性＃1

.54 

方針転換＃2

組合員増減＃2
.41 

.43 

積極性＃4 上司変更桝

Figure 4「積極性」の変化要因モデ、／レ（III)

n = 81, GFI = .93, AGFI = .73, RMSEA= .16, 

が（7)= 21.79, p< .Ol. 

全てのパス係数は有意(p< .05) 

改善活動＃2

.27 

改善活動的 回答率＃3

人員増＃4

改善活動＃4

回答率＃4

Figure 5「改善活動」の変化要因モデ、ル（IV)

n=83,GFIニ .98,AGFI = .91, RMSEA = .04, 

x2 (4) = 4.41, p > .05. 

全てのパス係数は有意(p< .05) 

各職場風土尺度の変化要因についての標準解に

よる構造方程式モデ、ルを Figure2から Figure5に

示す。なお、独立変数聞の相関は省略した。

職務遂行(I)、目標達成（II)、改善活動（IV）のモデ

ルに関しては、十分な適合度が得られたが、積極性

(III）のモデ、ノレに関しては、十分な適合度が得られな

かった。どのモデ、ル検討においても、それぞれの調

査回に対して、その前の調査回からのパス以外に、

いくつかの実態調査項目からのパスを設定したモデ、

ルを最終モデルとして採択した。なお、実態調査＃2

の主観データ間で比較的高い（.25～.59）正の相闘が

確認された他には、調査回の異なる同変数のように

論理的に関連する独立変数間以外での相関は目立

って高いもので、はなかった。



職務遂行(I)においては、職務遂行＃2に対して、

上司の変更、組織の変更、組合員数の増減からのパ

スを、職務遂行＃4に対して職務遂行＃1と職場会から

のパスを設定したモデ、ルを採択した。意識調査＃1か

ら意識調査＃2までに上司が変わった、組織変更があ

った、組合員が増加した職場では職務遂行に関する

意識が相対的に向上しており、意識調査＃3から意識

調査＃4にかけて組合の職場会が聞かれた職場では

職務遂行に関する意識が相対的に低下していること

になる。また、職務遂行＃4における部署間の差は職

務遂行＃1との類似性がみられたとし1える。

目標達成（II)においては、目標達成＃2に対して、

人員増、人員減、上司変更からのパスを、目標達成

#4に対して目標達成＃1からのパスを設定したモデ、

ルを採択した。意識調査＃1から意識調査＃2までに

人員が増加した、上司が変わった職場で、は目標達成

に関する意識が相対的に向上し、人員が減った職場

では低下していることになる。また、目標達成＃4にお

ける部署問の差は目標達成＃1との類似性がみられ

たといえる。

積極性（III）のモデ、ノレは、適合度が十分で、はなかっ

たため、アグリゲートデータを用いた積極性の部署別

変化については記述できない。

改善活動（IV）においては、改善活動＃3に対して

意識調査＃3の部署別回答率からのパスを、改善活

動＃4に対して人員増、回答率からのパスを設定した

モデルを採択した。回答率が高い職場では改善活動

に関する意識が相対的に向上しており、意識調査＃3

から意識調査＃4にかけて人員が増えた職場では低

下していることになる。

考察

職場風土の短期的変化を捉えるための枠組みとし

て、 24項目の意識調査項目を用いて行った因子分

析から抽出された 4因子は、それぞれ職務遂行、目

標達成、積極性、改善活動に関する風土を表してい

た。職務遂行因子は職場における課題達成機能全

般を表しながら、コミュニケーションのような関係調整

機能との関連もみられているが、先行研究との関連

でいえば、 Litwin& Stringer(1968）の「構造」「標

準」、 Kays& DeCotiis(1991）の「信頼」に近しもの

であると考えられる。目標達成因子は Litwin& 

Stringer(1968）の「責任」、改善活動因子は福井他

(2004）の「組織環境性」にそれぞれ近い概念と思わ

れる。しかし、いずれも完全に同じ概念とはいえず、

集合的・合成的な組織風土尺度を用いることと、対象

組織の問題意識に基づいた尺度を用いることの違い

が示されたとし1える。集合的・合成的な尺度と比較し

て、本稿で用いた尺度が有効かどうかを判断すること

はできないが、少なくとも職場における変化の一部を

捉えることができたことは、本尺度、あるいは現場の

問題意識に基づいた独自の尺度設計としづ手法のあ

る程度の妥当性を示しているものと思われる。なお、

積極性因子は因子負荷量の高い項目の性質や級内

相関係数が示唆するように、個人別の変動が大きい

意識を表していると解釈できる。Litwin& String-

er(1968）は組織風土とモティベーションを概念的に

分離しており、組織風土がモティベーションに影響す

るとし1うモデルを提示しているが、積極性因子をモテ

イベーションに近い概念と考えると、厳密には風土と

は考えない方が妥当であろう。しかし、職場における

短期的な意識の変化を捉えるという目的に関してい

えば、本因子も必要な側面であるといえる。

組織全体の変化についての分散分析からは、積

極性における変化が確認された。有意な差が確認さ

れた最短の期間は 7ヶ月となる。約半年の期間で職

場の意識が変化するのであれば、 1年以上の間隔を

置いた調査ではその変化を正しく捉えることができて

いない可能性がある。業種や職種にもよるが、年間の

業務スケジュールの中の繁忙期がおおよそ定まった

時期にある場合、季節による意識の違いが生じること

が推察される（e.g.,Sweeney & Summers, 2002）。

そうし 1った職場で、年単位の期間をおいて行った調査

は、組織内の変化を過小評価してしまう可能性がある。

半年やそれより短い期間での調査を行うことは年間ス

ケジュールが意識に与える影響を検証する意味にお

いても有益であるといえるだろう。

職場の風土を表す 3つの因子については、組織全

体としての変化は確認されなかったO しかし、部署単

位で、の変動を検討した構造方程式モデ、ルからは、職

場の出来事のしてつかが風土に有意な関連を持って

いることが示された。

職務遂行のモデ、ルで、は、調査＃2で組織体制の変

化に関する複数の要因が正の関連を持っていること

が示されている。実態調査＃2における回収率は高く

ないため、非回答者の欠損値に補完された Oの比率

が高く、結果として主観データ間の相関も高い。こうし

たことから、上司変更と組織変更の影響については

サンフ。ルのバイアスの可能性も考えられるが、客観デ

ータであるため欠損値の存在しない組合員の増減が

有意な関連を示していることは、この時点において何

らかの組織体制の変化が職務遂行の風土にポジティ

ヴな影響を与えていることを示唆していると考えられ

る。一方、同様の影響は調査＃3、調査＃4では確認さ



れていない。このことには組織体制変更の範囲が関

連しているとしづ仮説を立てることができる。独立変数

の 1つである組織変更を例に挙げると、実態調査＃2

における比率は 8.3%、実態調査＃3では 40.0%、実

態調査＃4では 0.0%であり、調査＃2と調査＃3の聞に

相当する 4月の時点でかなり広範囲での組織変更が

生じていることが分かる。特定の範囲に絞って組織変

更が行われる場合、そこには職場単位での明確な目

的や意図があることが推察できるが、全社レベルや事

業部レベルで、の組織変更の場合、各職場レベルで、

の方針や戦略にはポジティヴな影響だけでなくネガ

ティヴな影響も与えることが予測される。組織変化に

関わる要因が調査＃2においては有意な関連を持っ

ており、調査＃3では関連がみられていないことには、

こうした組織変更の位置づけや部署レベルの戦略へ

の落とし込みが関連しているのではなし1かと思われる。

調査＃4では、組合の職場会が聞かれたことが負の関

連を持っていることが示されている。職場会は就業時

間外に聞かれるものであるため、開催自体が職務遂

行を妨げるものではないが、調整のために業務が影

響を受けることもあるのではなし 1かと考えられる。また、

職場会自体が職務遂行の風土を向上させられてい

ないということは、当該組織における職場会の開催の

され方や目的が職場の業務の方向に合致していな

い可能性も考えられる。

目標達成のモデ、ノレで、は調査＃2において人員増、

人員減、上司変更の 3要因が有意な関連を示した。

完全に一致しているわけではないものの、職務遂行

#2において確認された要因とほぼ同一の影響が示さ

れていると考えられる。客観的な組合員数の増減で

はなく、職場担当者の回答による人員増減が影響を

示したことは、人員の増減は職場の組合員に限定さ

れるものでないことや、増加と減少が別変数となって

いることによる違いが関係していると考えられる。即ち、

目標達成には管理職も含めた異動状況が影響して

おり、増員がもたらす正の影響よりも、それまでの目

標を共有している減員がもたらす負の影響の方が大

きいと解釈することができる。

積極性のモデルは、十分な適合度が得られず、変

化要因を特定することはで、きなかった。先述の通り、

積極性の因子に関連する項目は個人レベルの変動

を大きく持っているため、級内相関係数も低い。

Schneider et al.(2013）は withinレベル（グループ。

内）での強い一致が信頼できる平均をもたらし、それ

が妥当なアウトカムとの関連につながることを指摘し

ている。積極性のモデルの適合度が低かったことは、

この指摘と合致する。このことからも、積極性は職場

における何らかの意識は表すものの、厳密には風土

を表すとはし1い難いことが示されたと考えられる。

改善活動は、調査＃1が存在しないため調査＃3と

調査＃4の要因を特定するためのモデ、／レとなったO 一

貫して意識調査の部署別回答率自体が正の関連を、

調査＃4における人員増が負の関連を持っていること

が示されている。本調査フ。ロジェクトの目的から、回

答率の高さはそのまま職場改善の取り組みへの協力

率を表しているといえ、改善活動に正の関連を持っ

ていることは妥当な結果であるといえる。人員増が負

の影響を与えていることについては、職場の状況を

把握できていない新しい人員の増加により改善活動

が却って停滞する可能性が示唆されているものと考

えられる。

なお、職務遂行と目標達成のモデ、ルで、は、共通し

て調査＃1から調査＃4への有意なパスが認められた。

約 1年の間隔に近い 2012年 11月と 2013年 9月

の相対的な意識差に類似性があるとし1うことは、先述

の通り、年間スケジュールにおける周期的な影響が

職場に影響している可能性を示唆すると考えられる。

以上のように、各職場風土に関する変化のモデ、ル

はその解釈可能性からも無理のない結果を示してお

り、当該組織における職場風土の短期的な変化とそ

の要因を説明できているものと思われる。しかし、改

善活動における回答率以外には、全ての調査回に

おいて一貫して特定の風土に関連する要因は認めら

れなかったO 即ち、職場の短期的な意識変化要因は

年間の業務スケジュールにおける周期性や組織全体

の状況によって影響されており、定まったもので、はな

いとし1うことが示されたと考えられる。ただし、本分析

において用いた独立変数の多くは職場ごとに 1人し

かいない担当者の主観による評定である。今後は、よ

り妥当な方法で職場の出来事を捉えるなどの取り組

みと、スケジュールの周期性や組織の状況をモデ、ル

に組み込むことで、状況特異的な要因と非特異的な

要因を明らかにすることが必要になるといえよう。
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Factors of short-term change in workplace climate 

Ryuji TAKAHARA (Faculty of Business Administrαtion, Osaka UniversiかofEconomics，・

Graduate School of Humαn Sciences, Osαkα Uniνersity; 

Internαtional Economy and Work Research Institute) 

Yusuke MIYAMOTO (Center for the Stuめyof Communication-Design, Osαka University) 

Naoki KUGIHARA (Graduαte School of Human Sciences, OsakiαUniversity) 

Action research in an industrial organization is often conducted at intervals of a year or more, and 

used for medium” to long-term measurement and intervention. However, changes in the workplace cli-

mate may occur in the short-term. This study investigates short-term change factors in the workplace 

using the data of the action research project, which conducted four attitude surveys at intervals of about 

three months in the administrative divisions branch in a labor union of a manufacturing company. Factor 

analysis of workplace climate showed four factors：“job performance”，“achievementぺ“activenessぺand

“improvement activities”. Analysis of the entire branch showed a significant change of “activeness”over 

seven months. Examination of the aggregate data by team revealed that some events in the workplace 

were related to changes in workplace climate. However, there were few events constantly related to one 

specific climate at all times of the surveys. The results indicate that a short-term change of workplace 

could occur in about half a year. However change factors may be inconsistent because of work schedules 

or situations of organization. 

Keywords: workplace climate, attitude survey consultation, action research, organization development. 
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